


Ⅲ.申請事業

入力数 295 字

入力数 191 字
Ⅳ.実行団体の募集

(1)申請事業の概要

就職活動の停滞や、休業、失業などを余儀なくされた若者に、研修や、体験就労などを行う就労支援事業 2021年5月～2022年3月まで

社会的養護出身の若者へ支援を行っている民間の事業所（相談事業や、就労支援事業、シェアハウス、ステップハウスなど）の感染対策や、職員を増やすための経費 2021年5月～2022年3月まで

施設退所者に向けてLINE等を利用した相談支援体制を構築し、アウトリーチを介して、新型コロナの影響を受けた若者にアプローチ。必要な支援に繋ぐなど伴走支援を行う 2021年5月～2022年3月まで

当団体が実施したアンケートや助成事業の選考などから、「収入が減少した状態が4か月以上続いている」「求人が減っているため就職活動が難航している」などの生活面への影響や、就労意欲が低下
し、「休業から再開するときに動き出すためのエネルギーが無いためそのまま離職に繋がってしまう」、面会などの支援が行えず「ストレスを発散できないため、自暴自棄になっているものもいる」な
どの精神面への影響など、若者の厳しい現況について報告を受けている。このような新型コロナの影響を大きく受ける若者一人ひとりに寄り添い、伴走支援を行っている事業者を資金面とネットワーク
を活用した繋がりで支える目的で、助成金事業を行う。

(2)活動(資金支援)（実行団体の活動想定） 時期
自立援助ホーム退所後に自立生活を送っていたが、新型コロナの影響で、生活が行き詰まってしまった若者に、一時的な生活資金の支給や相談支援を行い、再度の自立に向けて支援す
る

2021年5月～2022年3月まで

社会的養護の施設退所者で新型コロナによる収入減により生活困窮に陥っている若者に、食料や感染対策物資などの送付支援を行う 2021年5月～2022年3月まで

(3)活動（資金分配団体による伴走支援） 時期

申請締め切りまでの書類提出のフォローアップとして、説明会や、個別相談などを行う 2021年3月～2021年4月まで

自治体の方針により、国からの新型コロナ対策関連の予算措置の恩恵を受けることが出来ない事業所に、資金的な支援を行う 2021年5月～2022年3月まで

事前評価の支援として計画見直し、申請資料の改定などに向けた個別相談支援。事後評価に向けた成果や、実施状況の評価方法作成のための支援 2021年5月～2021年6月まで

毎月の個別面談に加え、進捗報告書による中間進捗確認を実施し、現況を確認。必要に応じて支援を行う他、事後評価作成に向けた伴走を行う 2021年6月～2022年3月まで

当団体のネットワークを活用し、他機関との連携が必要な事業者には、弁護士やその他の支援団体を紹介し、孤立した支援とならないよう防止する 2021年6月～2022年3月まで

新型コロナの影響や多様なため、各実行団体の目標設定を支援し、
それぞれ個別に設定する。
【想定する目標の例】
・参加者が就労定着し、経済的に自立する・参加者の就労意欲が向
上する・参加者の就労能力・スキルなどが向上する・食に困る若者
を減らし、健康的な生活を送れるようにする・施設利用者の感染予
防と感染者が出た場合対処できる仕組み作り・支援が受けられてい
ない若者を新しく支援に繋ぐなど

○アウトプット指標の例 食料配達件数、相談
実施件数、職業体験やインターンの実施人数×
期間、マスクや消毒液等の購入量、オンライン
相談の実施人数など
○アウトカム指標の例 就職決定人数、収入が
増加した人数、就労意欲自己肯定感などの変
化、健康状態の変化など

基本的に定量的な指標が中心のため、実行団
体から当事者へのアンケート調査や、オンラ
インフォームを利用した団体向けアンケート
を通じて把握する。

事業計画書の作成時点で、各事業所に
事業終了までの達成状況の目標を作成
させ、事業終了後の全団体平均の目標
達成率90％を目指す。

2022年3月まで。
必要に応じて、事業終
了1年後に追跡調査を行
い、就労状況などを調
査する

(5)事業実施後（1年後）以降に目標とする状態

(4)今回の事業実行を通じた目標 実施・到達状況の目安とする指標 把握方法 目標値/目標状態 目標達成時期

(4)予定する審査方法
 (審査スケジュール、審査構
成、留意点等）

・第一次選考委員会（書類選考）
必要性、信頼性、緊急性、寄り添い度などの評価項目について書類審査を行い、第一次選考の通過者を決定。
・第一次選考委員会（面接）
一次選考通過者と面談を行い、必要性、信頼性、緊急性、寄り添い度などの評価項目について5点満点で評価。選考委員の合計点数を参考に第2回選考委員会で議論し、助成
先候補を決定。
・ユニバーサル志縁センター理事会での採択を経て助成先団体を決定。

■当事者となる若者
新型コロナウイルスの影響を受ける施設退所後も支援が必要な若者が、生活困窮者自立支援制度や生活保護などを含め、必要な支援を求められる状態、必要な支援に繋がることができる状態。
■伴走支援を行う事業者
研修や、個別面談などを通じた伴走支援を通して、それぞれの団体が様々な機関と連携しながら支援を行える環境を整えるための支援を行い、質の高い伴走支援を行えるようにする。

(1)採択予定実行団体数 15団体程度を予定 (２) １実行団体当たり助成金額 100万～500万円程度を想定

(3)申請数確保に向けた
 工夫

・全国自立援助ホーム協議会、アフターケア事業全国ネットワーク「えんじゅ」などの連携団体を通した広報。
・過去助成団体（約80団体）への案内
・首都圏若者サポートネットワーク運営委員など、社会的養護関係者からの広報
・中央共同募金会や生活クラブ福祉事業基金などの社会的養護団体向けの助成金事業を行う連携団体に広報を依頼
・Twitter、FBなどのSNSや、HPによる広報



Ⅴ.事業実施体制

Ⅵ.関連する主な実績

②その他、助成金等の分配の実績

(1)メンバー構成と各メンバーの役割

選定委員会5名：実行団体の審査・選定、事業総括者1名：事業全体の進捗管理、プログラム・オフィサー3名：実行団体への伴走、連絡調整業務

(2)他団体との連携体制

全国自立援助ホーム協議会、アフターケア事業全国ネットワーク「えんじゅ」などと連携

(3)想定されるリスクと管理体制

入所系の施設は、大人数での暮らしとなる上、入所者はアルバイトなどの社会での活動も行っているため、感染リスクが非常に高い。また、その他の事業所も、直接会うことによる支援を行わ
ざるを得ない場合も多く、比較的感染リスクの高い事業といえる。そのため、事業所向けの感染対策ガイドラインを共有し、感染防止対策のための情報提供を行う。
また、現状の感染拡大状況が続いた場合どれだけ注意を払っていても、感染者がでてしまう可能性はある。そのため、感染（疑い）者がでた場合の対応法について、事前に用意することを要請
する。
・【参考】感染対策マニュアル・業務継続ガイドライン等（厚生労働省）https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html

(1)休眠預金以外の助成・補助金活用の有無

①コロナウイルス感染症に係る事業

本申請事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定も含む） 有 無
有の場合
その詳細

・第1回若者おうえん基金助成（9団体（10件）、10,567,020円、募集期間 2018 年 9月1日 ～ 11月30日、対象地域 東京都、埼玉県、神奈川県）
・第2回若者おうえん基金助成（7団体（8件）、9,294,000円、募集期間 2019 年 9月1日 ～ 11月30日、対象地域 東京都、埼玉県、神奈川県）
・第2回若者おうえん基金助成一般枠二次公募（6団体、5,457,000円、募集期間 2020年3月1日 ～ 4月30日、対象地域 東京都、埼玉県、神奈川県）
・若者おうえん基金研修枠助成（2団体、511,500円、募集期間 2020年3月10日 ～ 4月30日、対象地域 全国）
・第3回若者おうえん基金助成（審査中、助成金額 約2,000万円(予定)、募集期間2020年9月1日～11月30日、対象地域 東京都、埼玉県、神奈川県）

(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等の実績
○就労支援事業の評価ガイドライン作成
平成29年度 厚生労働省 社会福祉推進事業の一環で作成。生活困窮者自立支援制度 自立相談支援事業の就労支援事業において「相談者が就労定着し、経済的に自立する」ことを目的とする事業評価の方法や、評価結果を活用した事業改善を
行うためのガイドラインを作成。（https://www.u-shien.jp/pdf/guide2019.pdf）
○就労キャリア支援事業
自立援助ホームに入居した就労経験の乏しい若者を体験就労に繋げる事業を行い報告書にまとめた。（https://www.u-shien.jp/pdf/handsonworkprogramreport.pdf）
○社会的養護リービングケア海外事例調査
海外におけるリービングケア（社会的養護を離れる日に向けた準備期間および社会的養護終了年齢到達後数年間の支援）の事例を調査し報告。（http://www.u-shien.jp/pdf/overseascasestudyreport.pdf）
○社会的養護下にある子の自立を考える研究会（https://www.u-shien.jp/pdf/houkoku2016.pdf）

本申請事業について、国又は地方公共団体から補助金又は貸付金（ふるさと納税を財源とする資金提供を含む）を受
けていない。

無 ※有の場合、選定の対象外となります（公募要領：助成方針参照）

本申請事業以外の事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定
も含む）

有 無
有の場合
その詳細

・若者おうえん基金新型コロナ緊急助成（48団体、約
457万円、20年5月）・チャリティスマイル新型コロナ
緊急助成（38団体、約378万円、20年6月）


